
決算書掲載頁　P305

内
訳

被保険者が死亡したときに必要な葬儀費用負担の軽減を図る。

適正に国保被保険者が死亡した事による一時金の支給を行う。
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国民健康保険制度を適正に運用する社会保障
共生共感都市
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策
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大
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国民健康保険事業勘定特別会計

事業： 葬祭費給付事業 0136
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国民健康保険制度を適正に運用した。
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事業目的達成のため、適正な手段・経費
で当事業を実施した。

A

A

B

目

標

国保被保険者が死亡した事による一時金50,000円の支給。
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会　計

被保険者が死亡したときに必要な葬儀費用負担の軽減を図る。
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職員数

再任用職員数

1

直営 昭和47年度以前 河内長野市国民健康保険条例第７条第１項

葬祭を行った者

適正に国保被保険者が死亡した事による一時金の支給を行う。
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事業：葬祭費給付事業                                

１．葬祭費給付事業 

被保険者が死亡したときに必要な葬儀費用負担の軽減を図るため、葬祭費の給付を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細事業：葬祭費給付事業                             

１．葬祭費給付事業 

国民健康保険の被保険者が死亡したとき、葬儀を行った者に対して、１件につき５０，０００円の葬祭費を支払

った。 

葬祭費給付件数  １６１件        葬祭費給付金額  ８，０５０，０００円 


